
特定福祉用具販売重要事項説明書 
 

 

 この特定福祉用具販売重要事項説明書は、要介護状態にあるお客様が、特定福祉用具販

売サービスを受けられるに際し、お客様やそのご家族に対し、当社の事業運営規定の概要

や特定福祉用具販売従業者などの勤務体制等、お客様のサービスの選択に資すると認めら

れる重要事項を記したものです。 

 

１・当社が提供するサービスについてのご質問・ご相談窓口 

 

電話番号 03 （ 3870 ） 4888  ※午前 9時 ～ 午後 18 時迄 

担当者氏名 夏井 貴義 

＊ ご不明な点は何でもおたずね下さい。 

 

２・当社の概要 

（１）本社（以下、当社と記載します） 

法人名 株式会社 ダイユウケアシステム 

本社所在地 東京都足立区千住宮元町３０－４ 

代表者氏名 代表取締役 米山 明 

代表番号 TEL： 03（3870）4888   FAX： 03（5813）0077                 

設立 昭和 63 年 12 月 

資本金 3300 万円 

実施サービス 福祉用具貸与・居宅介護支援・訪問介護 

 

（２）特定福祉用具販売サービス提供事業所（以下、当事業所と記載します） 

事業所名 城北介護センター 

所在地 東京都足立区千住宮元町３０－４ 

電話番号 TEL： 03 （ 3870 ） 4888 

ＦＡＸ番号 FAX： 03 （ 5813 ） 0077                

介護保険指定業者番号 特定福祉用具販売  （ 1372101152 号） 

サービス提供地域 ※ 足立区・荒川区・葛飾区・北区・墨田区・台東区 

第三者評価の実施状況 実施の有無 （無） 

＊上記地域以外の方でもご希望の方はご相談下さい。 
＊当事業所は、介護予防特定福祉用具販売サービス事業所を併設しております。 
＊当事業所は、福祉用具貸与サービス事業所および介護予防福祉用具貸与サービス事
業所を併設しております。 

 



 

 

（３）当事業所の職員体制 

職種  

管理者   1 名（常勤） 

専門相談員   4 名（常勤 4 名、非常勤   名） 

事務員   1  （常勤 1 名、非常勤   名） 

＊上記職員については、併設する介護予防特定福祉用具販売サービス事業所の職員と兼
ねております。 

＊上記職員については、併設する福祉用具貸与サービス事業所および介護予防福祉用具
貸与サービス事業所の職員と兼ねております。 

 

（４）営業日および営業時間 

営業日 下記の休業日を除く毎日 

休業日 原則として、土曜日・日曜日・国民の祝祭日、年末年始 

営業時間 午前  9  時 ～ 午後 18  時 

緊急連絡先 TEL： 03 （ 3870  ） 4888 

 

（５）従業者の業務内容 

職種 業務内容 

管理者 

○福祉用具専門相談員などの従業者の管理 

○指定特定福祉用具販売サービスのご利用申し込みに係る調整 

○業務の実施状況の把握、その他の管理を一元的に実施 

○当事業所の従業者に、厚生労働省令で定められた指定特定福祉用

具販売の人員基準および運営に関する基準を遵守させるために、

必要な指揮命令 

専門相談員 

○要介護者の心身の特性を踏まえて、その有する能力に応じ自立し

た日常生活を営むことができるよう、あるいはご家族等の介護者

の負担軽減に資するよう、専門的知識に基づき相談に応じるとと

もに、目録等の文書を示して、機能・使用方法・販売費用等に関

する情報を提供し、販売に関わる同意を得るものとします。 

事務職員 ○特定福祉用具販売事業所の運営上、必要な事務処理を行います。 

 

 

３・サービス内容 

  事業者は、要介護者の日常生活の自立を助けるために必要な、介護保険法で定めた特

定福祉用具を販売するサービスを提供いたします。そして、お客様の心身などの状況、

要望、住宅環境などを踏まえ、サービス担当者会議等を通じて適切な福祉用具の選択の

援助、調整、説明等を行います。 

 

 

 



 

 

（１）介護保険対象特定福祉用具販売種目 

①腰掛便座 

②自動排泄処理装置の交換可能部品（レシーバー、チューブ、タンク等） 

③入浴補助用具（入浴用いす、浴槽用手摺り、浴槽内椅子、入浴台、浴室内すのこ、

浴槽内すのこ） 

④簡易浴槽 

⑤移動用リフトのつり具の部分 

⑥排泄予測支援機器 

⑦固定用スロープ、歩行器（歩行車を除く）、単点杖（松葉づえを除く）、多点杖 

※⑦については貸与と販売の選択制により意思決定するものとする。 

（２）安全性・操作性等に関する情報提供 

福祉用具の選択にあたっては、予め、専門相談員がお客様の心身の状況、 

要望、住宅環境などを考慮し、適切な選択ができるよう福祉用具販売商品の説明をい

たします。 

  ①個々の機種選定にあたっては、専門相談員が、各機種の機能や取扱いについての安

全性についての情報を記載した文書を提供するとともに説明を致します。 

  ②特定福祉用具の使用に当たっては、専門相談員が最適の状態に用具を調整致します。 

  ③販売する特定福祉用具は衛生上、以下のとおり運用しております。 

  ・腰掛便座、特殊尿器等の使用に際して、衛生面から注意が必要な特定福 

祉用具販売品目については、衛生管理の必要性等についてお客様に注意 

事項を十分説明します。 

 

４・利用料金 

（１）販売料金 

  介護保険からの給付サービスを利用する場合は、サービス負担割合に応じて販売料金

の１割又は２割、３割です。ただし、介護保険の給付の範囲を超えたサービス料金は、

全額自己負担（消費税課税）となります。 

  なお、当社パンフレットをご覧ください。 

 

 ＊介護保険法に基づき、お客様の１年間の特定福祉用具販売支給限度額(介護保険が適用さ

れる購入金額の上限)は１０万円までとなっております。 

＊同一支給限度額管理期間内（毎年４月１日から３月３１日の１年間）は、 

用途及び機能が著しく異なる場合、並び破損や要介護・要支援状態の変化 

等、特別な事情がある場合を除き、同一種別につき１回の支給に限られて 

います。 

（２）交通費 

   上記サービス提供事業所の営業地域以外のお客様は、サービス従業者がおたずねす

るための交通費の実費が必要となります。 

移動手段 負担していただく交通費 

公共交通機関 実費 

自動車等 ２０円／１㎞当たり 



 

 

（３）支払方法 

①原則償還払いで、一旦お客様が販売料金を全額お支払い下さい。その後区市町村か 

ら保険給付分が振り込まれます 

②受領委任払いをご希望される方はご相談下さい。区市町村から書類が届き次第、商 

品を納品し、購入される特定福祉用具販売料金の 1 割又は 2 割、3 割を事業者にお支

払い下さい。 

５・キャンセル 

（１）キャンセル 

お客様が特定福祉用具販売商品の購入を中止する際には、すみやかに所定の連絡先

までご連絡下さい。 

  ＊お客様のご都合による特定福祉用具販売商品の返品・交換の場合は送料お客様負担と

させていただきます。 

＊以下の特定福祉用具販売商品の返品・交換は致しかねますので予めご了承ください。 

  ①特定福祉用具販売商品自体に欠陥がなく、既にご利用になられた商品（食料品等の

消耗品を含む）。 

  ②お客様の責任において汚れや破損した特定福祉用具販売商品。 

     □連絡先  TEL： 03  （ 3870 ）  4888     

 

６・サービスの利用方法 

（１）サービスの利用開始 

まずは、お電話等でお申し込みください。当社専門相談員または職員がお伺いいた

します。お客さまへの個別の特定福祉用具販売に係る同意を得て契約を結び、サービ

スの提供を開始します。 

＊居宅サービス計画の作成を依頼している場合は、事前に介護支援専門員とご相談くだ

さい。 

【具体的方針】 

①地域の方の日常生活をサポートし、またご利用者様のご家族の安心をお届けできる

よう努めてまいります。 

  ②気配り、心配りを大切にを心がけ、サービスの向上に努めてまいります。 

 

７・緊急時の対応方法 

   サービス提供中にお客様の容体の変化などがあった場合は、事前の打ち 

合わせに従って、主治医、救急隊、ご家族、居宅介護支援事業者などへ連 

絡いたします。 

お客様の 

主治医 

主治医名  

所属医療機関の名称  

所在地  

電話番号 （    ） 



 

 

ご家族 

氏名  

住所  

電話番号 （    ） 

お客様担当ケ

アマネジャー 

居宅介護支援事業所名  

氏名  

住所  

電話番号 （    ） 

 

８・相談・要望・苦情などの窓口 

特定福祉用具販売サービスに関する相談、要望、苦情などは下記窓口までお申し出下

さい。 

（１）当事業所のサービス相談、要望、苦情等窓口 

電話番号 03（ 3870 ）4888 

受付時間 営業日の午前 9 時 00 分～午後 18 時 00 分 

苦情受付担当者 夏井 貴義 

 

（２）その他 行政窓口 

   国民健康保険団体連合会    （０３－６２３８－０１７７） 

    

   東京都介護保険課       （０３－５３２０－４５９３） 

 

   足立区役所介護保険課     （０３－３８８０－５１１１） 

    

   足立区基幹地域包括支援センター（０３－６８０７－２４６０） 

 

   荒川区役所介護保険課     （０３－３８０２－３１１１） 

 

   葛飾区役所介護保険課     （０３－３６９５－１１１１） 

 

   北区役所介護保険課      （０３－３９０８－１１１１） 

 

   墨田区役所介護保険課     （０３－５６０８－１１１１） 

 

   台東区役所介護保険課     （０３－５２４６―１１１１） 

 



 

 

９．秘密保持および個人情報保護について 

（１）当社は、業務上知り得たお客様およびそのご家族等の秘密および個人情 

報等について、守秘義務を遵守し個人情報を適切に取扱い、関連機関等と連携を図

る等正当な理由がない場合以外には開示しません。 

 

（２）当社は、そのサービス提供上知り得たお客様およびそのご家族等の秘密 

および個人情報等について、その守秘義務が守られるように必要な措置を講じます。

また、その守秘義務は就業中はもとより退職後も同様とします。 

 

（３）当社は、必要な範囲においてお客様およびそのご家族等の個人情報を取扱い致しま

す｡なお、お客様およびそのご家族等から取得した個人情報を以下の目的のために使

用します。 

【個人情報使用目的】 

①当社サービスの提供のため 

  ②当社商品の購入・販売時における商品配送のため 

  ③当社サービスや商品のアフターフォローのため 

  ④お客様へのサービス提供について他の事業所と連携するため（サービス担当者会議

等） 

  ⑤お客様及びそのご家族等へのサービス料金のご請求（徴収）やその他ご連絡のため 

  ⑥お客様及びそのご家族等に当社サービスや商品をご案内するため 

  ⑦商品配送、請求データ処理などに関する業務委託のため 

  ⑧国や区又は国民健康保険団体連合会などの審査支払機関より照会があった際に、回

答の資料として用いるため 

  ⑨介護給付費を受給するために審査支払機関に対する請求情報として用いるため 

  ⑩損害賠償保険などにかかわる保険会社等への相談又は届出等 

  ⑪行政機関との連携、報告等のために用いる場合 

⑫緊急時の医療機関等への連絡や医療機関等との連携に用いる場合 

 

（４）上記に定める守秘義務は、契約期間中はもとより契約期間後も同様とします。 

 

（５）個人情報に関するお問い合わせにつきましては、「８（１）または（２）当事業所・

当社サービス相談、要望、苦情等窓口までご連絡ください。 

 

１０．損害賠償について 

（１）当社は、特定福祉用具販売サービスの実施にあたって当社の責めに帰すべき事由に

より、お客様またはそのご家族の生命・身体・財産に損害を与えた場合には、相当範

囲内においてその損害を賠償します。 

但し、当社自らの責めに帰するべき事由によらない場合には、この限りではありま

せん。 

（２）お客様又はそのご家族などが当社の事業従業者に対し、生命・身体・財産などの損

害を与えた場合には、相当範囲内においてその損害賠償を請求されることがあります。 



 

 

（３）物品の賠償にあたっては原状の復帰を原則とし、その対応にあたっては専門家によ

る修理または復元を原則とします。 

 

（４）修理または復元が不可能な場合は、原則として購入時の価格ではなく時価（購入価

格や使用年数・耐用年数を考慮した額）をその賠償額範囲とします。そのため、購入

から長年を経過した品物については、賠償を致しかねることがあります。 

 

（５）取扱いに特別の注意が必要なもの等については、予めご提示をお願いします。ご提

示のない場合、賠償を致しかねることがあります。 

 

１１．虐待防止について 

   事業所は利用者の人権の擁護・虐待防止等のため、指針の整備をし、虐待の防止の

ための対策を検討する委員会を定期的に開催し、必要な体制の整備を行うととも 

に、従業者に対し研修を実施する等の措置を講ずるよう努め、虐待が疑われる場合

においては関係機関と連携し、必要な通報措置を取らせていただきます。 

虐待の防止に関する責任者 

虐待防止責任者 夏井 貴義 

 

１２．禁止行為について 

   福祉用具のご利用にあたっては、従業者に対し、次に掲げる行為は行わないでくだ

さい。 

   ・職員に対する暴力または暴言その他の迷惑行為 

   ・職員に対して不快感を与える性的な言動 

 

１３．業務継続計画の策定等について 

   感染症及び災害に係る業務継続計画を作成し従業者に対し定期的に研修及び訓練を

実施する等対策を講じていきます。また、必要に応じて業務継続計画の見直しを行

います。 

 

１４．衛生管理等について 

   感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、

指針を整備し、研修及び訓練を定期的に実施し、福祉用具専門相談員の清潔の保持

及び健康状態について、必要な管理を行います。 

 

１５．身体拘束等の原則禁止 

   利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除

き、身体的拘束を行いません。身体的拘束を行う場合には、その様態及び時間、そ

の際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録します。 

 

 

 



 

 

１６．介護保険法及び厚生労働省令の改正について 

   国が定める「介護給付費（介護報酬）」および「指定居宅サービス等の事業の人員、

設備及び運営に関する基準」等に改正があった場合、当社の料金体系及び人員、設備

及び運営に関する基準は、国が定める「介護給付費（介護報酬）」および「指定居宅サ

ービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準」等に準拠するものとします。 

 

以上 

 

 

 



 

 

①当社は、特定福祉用具販売サービスの提供開始に当たり、「重要事項説明書」及び「個

人情報」の取扱いについて説明を行いました。 

②特定福祉用具の「取扱説明書をお渡し」し、特定福祉用具を使用しての取扱「フィッテ

ィング」に関して説明を行ないました。 

③特定福祉用具の利用に関して、「事故防止のための注意事項」の説明を行ないました。 

 本書交付を証するため、本書を２通作成し、当社、お客様（またはその代理人）は、記

名捺印のうえ、各１通を保管するものとします。 

 令和   年  月  日 

 

事業者 所在地   東京都足立区千住宮元町３０－４      

 

事業者名   城北介護センター         ○印  

 

代表者名   米山 明             

 

説明者                     ○印  

 

①私は、本書面により、事業者から「重要事項」及び「個人情報」の取扱いの説明を受 

け、これについて同意します。 

  ②私は、福祉用具の「取扱説明書」を受け取り、「福祉用具を使用した取扱説明・フィ 

ッティング」を受けました。 

 ③私は、福祉用具の利用に関して、「事故防止のための注意事項」について説明を受け 

ました。 

 令和   年  月  日 

 

お客様 住所                         

 

氏名                      ○印  

 

代理人（お客様との続柄：     ） 

住所                         

 

氏名                      ○印  

 

      立会人□または署名代行人□（該当するものにチェック） 

住所                         

 

氏名                      ○印  

 

 

 

（注）「立会人」欄には、本人とともに契約内容を確認し、緊急時などにお客様の立場に立って事 

業者との連絡調整等を行う方がいる場合に記載してください。なお、立会人は、契約上の法 

的な義務等を負うものではありません。 

 


